	カーシェアリング


カーシェアリングは、自動車利用抑制効果を検証する社会的実験として始まったが、今では民間事業者によるビジネスとして成長している。当初は、カーシェアリングの認知度は低く、仕組みを理解してもらうことが難しかったようであるが、認知度が向上したことに加え、自動車所有に対する意識の変化、環境意識の高まり、近年の不況による収入の伸び悩みや減少に伴う自動車所有の負担感等を受け、会員数が大幅な伸びを示すなど、近年は市場は急速に立ち上がっている。
事業展開地域はこれまで首都圏が中心であったが、平成22年に入って複数の大手事業者が事業展開を本格化させるなど、大阪府内でも急速な広がりを見せている。
ただし、一定の会員数を確保するまでの間、収益は厳しく、短期的には資金力勝負という面が強い。そのため、会員数の伸びが期待されるものの、採算を確保するまでの間、事業者において厳しい経営状況が続くものと思われる。
業界の概要
カーシェアリングとは、自動車を特定の複数人（個人のみならず、法人も含む）で共同利用するものである。「１台の車を複数人で利用」との説明もみられるが、会員になれば、どの車両ステーション（カーシェアリング車両配置場所）の車両も使えることから、「複数台の車を複数人で利用」との説明が適切との指摘もある。
これは、できるだけ多数の自動車を共同利用する方が需給バランスをとりやすくなるためで、既設の車両ステーションの近くに新たな車両ステーションを開設するなど、一定地域内に集中的に開設することが多い。
自動車の共同利用にはレンタカーもあるが、レンタカーは不特定多数の人間が同事業者の営業拠点での契約手続き後に利用するのに対し、カーシェアリングは、予め会員登録した個人や法人がインターネットや携帯電話で予約、ＩＣカードで自動車を開錠して利用するなど、手続きが簡易である。また、規制緩和により、平成18年から一定の条件を満たせば、自動車の貸出手続きを必ずしも対面で行う必要がなくなったことから、コインパーキングなど様々な場所での車両ステーションの開設が可能となった（それまでも特区認定により可能ではあった）。さらに、15分など短時間刻みでの料金設定（別途、月額基本料金や走行距離に応じた料金が必要なケースが多い）、ガソリン代も利用料金に含まれ、いわゆる「満タン返し」が不要という点などが、レンタカーと大きく異なっている。
なお、料金設定からみると、短時間利用はカーシェアリング、長時間利用はレンタカーが割安になること、乗り捨てが出来るか否か、利用可能な車種の違いなどから、必要に応じて両者を使い分ける会員も多い。
22年１月現在、全国の車両ステーションは861ヶ所、カーシェアリング用車両は1,300台、会員は16,177人となっており、それぞれ21年１月と比べ2.5倍前後の大幅な伸びとなっている。

日本全体の市場規模は現在10億円程度、５年後には200～300億円、当事業の先進国であるスイスのように人口の１％程度が利用するようになると1,500～2,000億円程度になると推定されている。

業界の成り立ち
カーシェアリングは、1980年代後半、スイスで始まり、欧州各国や米国に広がり、日本では11（1999）年に社会実験として開始された。

社会実験では、共同利用のシステムや（所有から共有に変わることに伴う）自動車利用状況の変化の検証などを目的として行われた。
その後、社会実験のシステムを引き継ぐなど、民間事業者が運営主体となっていったが、カーシェアリングが新しい概念であり、認知度が低いことから、当初はそれほど大きな伸びは示していなかった。

こうしたなか、車両ステーションの増加や認知度の向上に加え、自動車所有にそれほど魅力を感じない人の増加、環境意識の高まり、近年の不況に伴う収入の伸び悩みや減少による自動車所有による負担感増加等を受け、ここ数年は、会員数や車両台数が大きな伸びを示している。負担感解消に関しては、週末に数時間しか自動車を利用しない場合、カーシェアリング利用で月額５万円程度の負担軽減という試算もある。
カーシェアリングの事業者には、レンタカー・カーリース、駐車場、自動車整備、自動車売買等、自動車に関連した事業を行っている事業者が多い。既存事業のノウハウや経営資源を活用し、提供するサービスの拡大、新たな収益源の獲得を目的として当事業に参入しているようである。

大阪での動き
社会実験を含め、当事業の展開は首都圏を中心とした動きであったが、大阪府内では、16年頃から事業展開がみられる。22年１月時点では、カーシェアリング事業を行っている32事業者・グループのうち、12事業者・グループが大阪府内で事業を展開している（交通エコロジー・モビリティ財団調べ。都道府県別では東京都が19事業者・グループで最も多い）。
22年に入ってからの大阪府内での車両ステーション開設の動きは目覚しく、短期間に数十ヶ所を開設した事業者もみられる。
利用者の状況

法人、個人ともに会員になることができるが、想定よりも個人会員が多いとする事業者が多い。個人会員の属性では、車両ステーション開設当初は環境意識の高い人や自動車を所有していなかった人が多くを占めるが、その後、車検時期を契機に会員になるなど支出削減を動機とした人が多くなるとのことである。

なお、車両を購入し、駐車場等維持管理費用を負担しているから「使わないともったいない」感覚の強い自家用車と異なり、利用毎に支出が発生する「使うともったいない」という仕組みであることから、会員になると年間走行距離がそれまでの２～３割程度に削減されたという調査結果があるなど、カーシェアリングは自動車の利用抑制につながる面がみられる。このため、渋滞緩和や環境保全の効果を期待した地方自治体によるカーシェアリングモデル事業もみられる。

法人会員では、低稼働の車を手放したり、タクシー利用や繁忙期のレンタカー利用をカーシェアリングに切り替えるなど、コスト削減の一環での利用が多い。また、鉄道と組み合わせて利用することで渋滞に伴う時間のロスを防ぎ、事故リスクや社員のストレスを軽減させているとの意見もある。
現状では、会員間で利用が重なることは少なく、重なった場合でも近隣の車両ステーションの車両を使えることなどから利用上の制約は少なく、また、特定の会員で共有していることから、レンタカーよりもマイカーに近い感覚で利用されていることや短時間の利用であることから、車内にゴミを放置するなどの問題もそれほど多くないとのことであった。

収益は厳しい
収入が月額基本料金や利用料金である一方、費用は車両購入費用を始めとした固定費の比重が高く、一定の会員数を集めないと黒字にならない。現状では先行投資的な性質が強いことから、当事業で利益をあげているとする企業は少なく、現段階では、既存事業への効果も含めた事業全体としての収益の拡大を意識している事業者が多かった。

また、会員増加に向けて、料金体系を見直す、開錠用ＩＣカードを他の目的のカードと共通で使えるようにする、車両ステーション候補地をホームページ上に示し、一定の利用希望者が集まると車両ステーションを開設する、携帯電話のアプリケーションを開発、携帯電話ショップと提携し、利用者の掘り起こしを図るなど、様々な取組が行われている。

22年上半期の動きをみると、資金力のある大手事業者が大阪府内での事業展開に注力している一方、早くから事業展開してきた中小事業者のなかには、事業を縮小しているところもある。また、資金力に勝る大手事業者が積極的に車両ステーションの開設、料金改定を行っていることから、そうした動きを見極めるまでは、対抗した動きをとりにくいとする意見も聞かれた。
他業界の事業者等との連携
現在、小売事業者などと提携し、店舗駐車場を車両ステーションとする動きもみられる。これは、夜間でも明るい場所で自動車の貸出、返却が可能で、車両の状況も確認しやすいという点でカーシェアリング事業者や会員にメリットがあるとともに、利用の前後での買物を期待できるなど、小売事業者にもメリットがあることから両者が連携している例がある。

また、マンションやオフィスビルの付加価値向上、不稼動資産の活用につながることから、不動産販売・賃貸業者と連携して車両ステーションを設置する動きや不動産管理業者が単独でカーシェアリング事業を展開する事例もみられる。
さらに、地方自治体においても、財産の有効活用、維持管理コスト削減という観点から公用車をカーシェアリング運用に切り替えたり、電気自動車の普及施策としてカーシェアリングを活用する動きもみられる。

今後の見通し
法人や個人での支出削減の動きや二酸化炭素排出量削減など環境意識は今後も高まると思われ、認知度の向上とともに、会員数は引き続き高い伸びを示すことが見込まれている。
今後とも、車両ステーションに適した場所の確保、会員獲得などで事業者間の競争がより激化するものと思われるが、中期的には採算の取れるビジネスモデルを確立できない事業者の撤退等、事業者の再編も予想される。
（竹原　康幸）
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車両台数（台）

会員数（人）

平成14年

21

50

15年

42

515

16年

68

924

17年

86

1,483

18年

118

1,712

19年

237

2,512

20年

510

3,245

21年

563

6,396

22年

1,300

16,177

資料：交通エコロジー・モビリティ財団調べ。

注：平成14〜17年までは４〜６月

時点

。18年以降は、１月時点。


PAGE  
7

